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（資料）　住宅着工統計（国土交通省）　

１． はじめに

より質の高い豊かな住生活を実現していくため
には，膨大な住宅ストックを良質な社会資産とし
て形成・維持していくことが必要であり，中古住
宅の流通や適切なリフォーム等を推進する施策の
展開が求められている。国土交通省では総合技術
開発プロジェクトとして，平成２３年度から４カ年
で，中古住宅市場，リフォーム市場の環境整備の
一環として，性能が明らかでない既存住宅等につ
いて，図面等がない場合においても現況から性能
を把握して評価する技術の開発および既存住宅等

の性能評価結果の利活用技術の開発を行うことと
している。本稿では，この技術開発プロジェクト
での取り組みについて述べる。

２． 住宅ストック等の現況

わが国の人口は，２００４年をピークにすでに減少
に転じ，世帯数もまもなく減少に向かうと予測さ
れている。新築住宅の着工戸数は，２００９年度は
７７．５万戸となり，４３年ぶりに１００万戸を割り込ん
でいる（図―１）。住宅ストックと世帯数の推移
を見ると，数の上では住宅は充足し，空家率が１３
％に上るなど，住宅ストックの余剰が増加してい

中古住宅流通促進・ストック再生に向けた
既存住宅等の性能評価技術の開発

―平成２３年度新規総合技術開発プロジェクトの取り組み―
たかはし さとる

国土交通省国土技術政策総合研究所住宅研究部 住宅瑕疵研究官 高橋 暁

図―１ 新築住宅着工戸数の推移
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る（図―２）。一方，住宅の性能に関しては，耐
震性や省エネルギー，バリアフリーなどの基本的
性能でも，まだまだ十分でない状況にある。
このように，現実として，フローからストック

の時代を迎え，５，８００万戸に上る膨大な住宅スト
ックを有効に活用していく方策が必要とされてい
る。こうした状況に対して，中古住宅流通市場や
リフォーム市場の規模を倍増し，良質な住宅スト
ックの形成を図る政策目標の実現のため，既存住
宅売買瑕疵保険，住宅履歴情報の整備，リフォー
ム瑕疵保険等の施策が，国，関係機関等において
推進・展開されている。

３． 既存住宅流通に向けた課題

既存住宅の取引の安全確保や長期使用のために
は，住宅の性能（耐震性・耐久性や省エネルギー
性などの長期使用にふさわしい性能を有している
か否か）が明らかになっていることが不可欠であ
る。このため，設計段階，建設段階において住宅
の性能を適切に評価する仕組みとして，住宅品質
確保法に基づく住宅性能表示制度や，長期優良住
宅法に基づく長期優良住宅の認定制度等がある。
これら新築段階における評価に加えて，住宅履歴

情報の適切な管理を行うことにより，将来の中古
住宅流通段階における性能評価を可能とする環境
整備がなされている。
しかし，既存住宅では，多くの場合，設計時の

図面等が散逸していること，現時点での劣化状況
が不明であることなどにより，良質な住宅に求め
られる各種の性能を確認することが容易でなく，
市場での流通や適切なリフォーム・改修を通じて
有効に利用していくことが困難な状況となってい
る。より広い範囲の住宅ストックを良好な住宅ス
トックとして活用していくためには，図面等がな
い住宅，現況把握が難しい状態の住宅について
も，基本的な性能を把握し，市場で円滑に取引で
きるようにすることが必要である。

４． 技術開発のテーマ

既存住宅の性能評価の方法に関しては，住宅性
能表示制度において基本的な考え方が示されてい
るが，現在の基準において評価可能なのは，“建
設時に性能評価され，その後も仕様・形態の変化
がなく，現時点での劣化事象がない場合”という
限定されたケースのみとなっている（図―３）。
住宅メーカー等の特定の住宅では，他の方法によ

（注）世帯数には，親の家に同居する子供世帯等（２００８年＝３７万世帯）を含む。
（資料）H２０年住宅・土地統計調査［総務省］

図―２ 住宅ストックと世帯数の推移
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る性能確認の途もあるが，これも例外的なケース
であり，既存住宅のほとんどは，実質的に，性能
評価は困難な状況にある。特に，図面等がない既
存住宅について，設計情報を把握し，性能を評価
しようとする場合には，設計情報の復元や現況検
査等に関わる手法の効率化や合理化に向けた技術
開発が必要である。
本プロジェクトでは，課題１として，既存住宅

の性能を評価する手法等について，形状のモデル
化，構法等の把握，劣化状況の検査という三つの
研究テーマを設定した。また，課題２として，性
能評価等に関わる情報利活用の手法等について，
性能情報の整備・管理手法，劣化しにくさの評価

手法という二つの研究テーマを扱うこととした。

５． 技術開発の内容

� 既存住宅の性能評価技術の開発
� 形状等を把握しモデル化する技術
図面のない既存住宅については，現状では設計

情報の再整備に相当の手間とコストが必要とな
る。そのため，すでに文化財調査や土木分野等で
実用化されている３次元計測技術を利用して，簡
便・短時間に形状をモデル化する復元設計の技術
を開発する。計測データから住宅および外部空間

図―３ 既存住宅の性能評価の考え方

図―４ 既存住宅の性能評価の考え方
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をモデル化することにより，劣化に関わる外部要
因や，住環境性能の評価の方法を開発する（図―
６）。
� 材料・構法等を簡便に把握する技術
内外装の下地など見えない部分に関しては，現

状では経験豊富な熟練技術者の知識に頼る，また
は建物の部分破壊検査が必要となる。そこで，住
宅が建てられた年代や地域に着目して，標準的な
材料・構法等の変遷を調査し，データベースを整
備し，仕上げ材や納まり等の外観上の特徴と照合
することにより，住宅に用いられた材料・構法等
を把握する技術を開発する。
� 劣化状況を迅速に検査する基準
住宅の外壁等に生じるひび割れは劣化状況を把

握する重要なポイントとされている。こうした劣
化事象と内部の損傷状況等との関係性について
は，いまだデータ整備が不十分であり，実態調査
等による実例データの充実が必要となっている。
そこで，解体建物やリフォーム工事事例等を対象
として，劣化事象と内部の損傷状況等に関する実
態調査を実施し，外部環境要因等との関係を含め
て，劣化現象の発生パターンを整理分析すること
により，検査ポイントを絞り込んだ検査基準を検
討する。

� 性能評価結果の利活用技術の開発
� 既存住宅の設計情報を整備・管理する手法
新築住宅では，設計・施工段階で得られる図面

図―５ 形状等のモデル化のイメージ

図―６ 形状等のモデル化のイメージ
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や仕様，建材・部品などの情報を元に，維持管理
段階で必要なデータを電子的に蓄積することが可
能となっている。そこで，既存住宅に関して，３
次元計測等の一連の技術による計測データや性能
等の情報を統合し，新築と同様のデータを整備・
蓄積する手法を開発する。
� 既存住宅の劣化の速さを評価する技術
住宅の耐久性の評価は，耐久性能に優れる材料

等の使用と施工等の状態に基づいて，劣化耐用限
界に至るまでの時間的長さを劣化対策等級として
示している。既存住宅における耐久性の評価に関
しては，時間が経過した現時点までの劣化の状況
が，実績として把握できることから，実地調査等
による劣化実態データを収集・整備することによ
り，構造躯体の劣化の速さ（劣化のしにくさ）に
ついて，「実績を加味」して評価する手法を開発
する。

６． 技術開発の体制とスケジュール

技術開発は，平成２３年度から平成２６年度の４カ
年で実施する計画である。初年度（平成２３年度）
は，形状を把握しモデル化する技術の開発に関し
て，３次元計測技術を既存住宅に適用するための
各種計測技術の性能実証試験および，典型的な既
存住宅市街地における空間モデルの生成に関わる
計測とモデル化の工数等の調査を行う。また，材

料・構法等を簡便に把握する技術に関
して，既存住宅の構造・年代別の材
料・構法等の情報・データの収集・整
理を行う。さらに，解体工事等の既存
住宅事例における材料・構法等の現状
調査を行う。２年目は，既存住宅の３
次元モデル生成の自動化技術の開発，
既存住宅の材料・構法データベースの
システム設計・開発，劣化事象等の発
生位置等に関するデータ整備，類型化
等を行う。３年目は，既存住宅等の性
能評価に係る技術開発を統合し，ケー

ススタディ実験等を重ね，劣化事象の発生位置の
違いに着目した検査効率化手法案の作成を検討す
る。また，独立行政法人建築研究所における関連
研究等の成果を踏まえ，既存住宅等の性能評価結
果の利活用手法の開発に関わる技術基準等に関す
る検証課題等の検討を行う。最終年度となる平成
２６年度には，開発した評価技術等を用いた検査手
法等の基準原案の作成，および，既存住宅等の情
報を蓄積・管理する手法に関わるガイドラインや
劣化の速さを評価する基準原案等の作成を行う予
定である。

７． おわりに

本プロジェクトの技術開発により，現状では評
価が困難な既存住宅等についても，仕様・性能の
把握が容易になり，性能に応じた評価や査定が可
能となる。また，既存住宅の仕様等に関する情報
の曖昧さが小さくなることから，性能向上等のリ
フォーム工事にかかるコストの明確化にもつなが
る。こうした技術利用を通じて，中古住宅流通や
リフォーム実施のネック解消に役立つと考えられ
る。さらに，３次元データの活用に関しては，建
築物のライフサイクルにおける維持管理や利用に
関わるマネジメントの高度化などに研究の発展が
見込まれる。

（資料）資源循環型住宅技術開発プロジェクト編，東洋経済新報社
「サステナブルハウジング」，２００３．６，を元に作成

図―７ 劣化の速さの評価イメージ
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